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基準確認シートについて 

１ 趣 旨 

利用者に適切な介護サービスを提供するためには、事業者自らが事業の運営状況を点検し、人員、設備及

び運営に関する基準を遵守しているか、常に確認することが必要です。 

 そこで、さいたま市では、法令及び関係通知を基に基準確認シートを作成しましたので、定期的に自己点

検を行う等、適正な事業運営及び介護サービスの質の向上のためにご活用ください。 

２ 実施方法 

 ① 毎年定期的に基準確認を行って下さい。 

 ② 複数の職員で検討の上、点検してください。 

 ③ 「いる・いない」等の判定については、該当する項目を○で囲んでください。 

 ④ 判定について該当する項目がないときは、「いる・いない」に二重線を引き、「事例なし」又は「該当

なし」と記入してください。 

 ⑤ この基準確認シートは、指定看護小規模多機能型居宅介護の運営基準等を基に作成しています。 

電磁的方法について 

サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、法令等において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの。）により行うこ

とができます。（被保険者証に関するものを除く。） 

※ 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法また

は磁気ディスク等をもって調製する方法にしてください。 

電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法で行ってください。 

 ア 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク

等をもって調製するファイルにより保存する方法 

 イ 書面に記載されている事項をスキャナ当により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

サービス事業者又はサービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類する

もののうち、条例及び要綱において書面で行うことが規定されているもの又は想定されるものについては、

当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法によることができます。 

「根拠法令」の欄は、次を参照してください。 

 ・「法」         介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

 ・「施行令」       介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号） 

 ・「施行規則」      介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号） 

 ・「条例」        さいたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例 

（平成 24年さいたま市条例第 73号） 

 ・「平 18-0331004 号」  指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について

（平成18年3月31日老計発第0331004号･老振発第0331004号･老老発第0331004号） 



※ 事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法により交付等を行うことができます。 

 ア 電磁的方法による同意は、例えば、電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等が考

えられます。なお「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参

考にしてください。 

 イ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面におけ

る署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいです。 

※ 電磁的方法により記録・交付等を行う場合は、「平２９ガイダンス」及び「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守してください。 
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項  目 確 認 事 項 根拠法令 

第１ 基本方針 ① 利用者の意思および人格を尊重して、常に利用者の立場に

立ったサービスの提供に努めていますか。 

                         いる ・ いない 

条例第３条第１項 

② 事業を運営するにあたっては、地域との結び付きを重視

し、市、他の地域密着型サービス事業者または居宅サービス

事業者その他の保健医療サービスおよび福祉サービスを提供

する者との連携に努めていますか。 

                         いる ・ いない 

条例第３条第２項 

③ 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（介護保

険法施行規則第17条の 12に規定する看護小規模多機能型居宅

介護に限る。）の事業は、指定居宅サービス条例第55条に規

定する訪問看護の基本方針及び第82条に規定する小規模多機

能型居宅介護の基本方針を踏まえて行っていますか。 

                    いる  ・  いない 

条例第191条 

※ 既存の指定訪問看護事業所、指定通所介護事業所、指定療養

通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所が指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所となる場合に、これまで指定

訪問看護事業所、指定通所介護事業所、指定療養通所介護事業

所又は指定認知症対応型通所介護事業所を利用していた他市町

村の被保険者が指定看護小規模多機能型居宅介護を利用し続け

ることができるようにするためには、他市町村からも複合型サ

ービス事業所の指定を受ける必要があるが、従来からの利用者

のために継続的なサービス利用を確保する観点から、従来の利

用者からの希望に基づき、当該他市町村から指定の同意の申し

出があった場合には、原則として、事業所所在の市町村は、他

市町村の従来からの利用者の利用について、法第78条の2第 4

項第4号に係る同意を行うこととし、当該同意に基づき他市町

村は指定を行うこと又は同条第9項に係る同意をあらかじめ行

うことが求められます。なお、他市町村が指定を行う際には、

既に事業所所在の市町村において事業所が遵守すべき基準の適

合性について審査していることから、地域密着型サービス運営

委員会において、事前に「他市町村に所在する事業所の指定に

限り、運営委員会を開催することなく指定することができる」

といったことを決めておくことにより、円滑に事業所指定が行

われるよう工夫をすることは可能です。 

平18-0331004号 

第３の八の１⑵ 

第２ 人員に関する

基準 

１ 従業者の員数等

⑴看護小規模多機能

型居宅介護従業者 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所ごとに置くべき指定看護小規模多機能型

居宅介護の提供に当たる従業者（以下「看護小規模多機能型居

宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以

外の時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たる

看護小規模多機能型居宅介護従業者を常勤換算方法で、「通い

サービス」の利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上

配置していますか。 

いる  ・  いない 

条例第192条第１項 
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 ② 「訪問サービス」の提供に当たる看護小規模多機能型居宅介

護従業者を２以上配置していますか。 

いる  ・  いない 

条例第192条第１項 

③ 夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の看護小規模多機能型

居宅介護従業者に夜間及び深夜の勤務に従事させていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第１項 

 ④ 宿直勤務に当たる者を当該宿直勤務に必要な数以上配置して

いますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第１項 

 ⑤ 条例第192条第１項の利用者の数は、前年度の平均値として

いますか。 

                 いる  ・  いない  

※ 新規に指定を受ける場合は、推定値とします。 

条例第192条第２項 

○ サテライト型の

実施要件 

①  サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所に係る指定

看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定居宅サービス事業

等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の

経験を有していますか。 

いる  ・  いない 

※ この場合、指定看護小規模多機能型居宅介護以外の事業の経

験についても当該経験に算入できることに留意してください。

また、「３年以上の経験」については、当該指定日において満

たしている必要があり、休止等、事業を運営していない期間は

除いて計算してください。 

平18-0331004号 

第３の八の２⑴①イ

 ② サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所は、本体事

業所（指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、緊急

時訪問看護加算の届出をしており適切な看護サービスを提供で

きる当該事業所に対する支援機能を有する事業所をいう。以

下、この号において同じ。）を有する必要がありますが、次の

いずれかに該当していますか。 

いる  ・  いない 

ア 事業開始以降１年以上の本体事業所としての実績を有する

こと 

イ 当該本体事業所の登録者数が、当該本体事業所において定

められた登録定員の 100 分の 70 を超えたことがあること 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴①

ロ 

 ③ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所は、本体事

業所との密接な連携を確保しつつ運営され、次に掲げる要件を

いずれも満たしていますか。 

いる  ・  いない

ア 本体事業所とサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事

業所の距離は、自動車等による移動に要する時間が概ね20 

分以内の近距離であること 

イ １の本体事業所に係るサテライト型看護小規模多機能型居

宅介護事業所の数は２箇所までとし、またサテライト型看護

小規模多機能型居宅介護事業所１箇所及びサテライト型小規

模多機能型居宅介護事業所１箇所を合わせ２箇所までとする

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴①

ハ 
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ものであること 

 ※ 本体事業所とサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業

所は、同一の日常生活圏域内に所在することが望ましいが、隣

接する市町村における指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

とすることも差し支えないものであります。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴①

ニ 

※ 市町村長は、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業

所の指定に当たっては、他の地域密着型サービスの指定の場合

と同様、あらかじめ市町村に設置される地域密着型サービス運

営委員会等の意見を聴き、必要があると認められる場合は、指

定の際に条件を付す等により、事業の適正な運営に当たっての

措置を講じてください。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴①

ホ 

⑴看護小規模多機能

型居宅介護従業者 

※ 看護小規模多機能型居宅介護従業者については、介護福祉士

や訪問介護員の資格等は必ずしも必要としませんが、介護等に

対する知識、経験を有する者であることを原則とします。 

  なお、これ以外の看護小規模多機能型居宅介護従業者にあっ

ても研修の機会を確保することなどにより質の向上を図るもの

とします。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

イ 

 ※ 夜間及び深夜の時間帯は、それぞれの事業所ごとに、宿泊

サービスの利用者の生活サイクル等に応じて設定するものと

し、これに対応して、夜間及び深夜の時間帯以外の指定看護

小規模多機能型居宅介護の提供に必要な看護小規模多機能型

居宅介護従業者及び宿直勤務又夜間及び深夜の勤務を行わせ

るために必要な看護小規模多機能型居宅介護従業者を確保す

るものとします。 

  例えば、通いサービスの利用定員を 15名とし、日中の勤務

時間帯を午前 6時から午後 9時までの 15 時間、常勤の職員の

勤務時間を 8時間とした場合、常勤換算方法で通いの利用者 3

人に対して 1名の看護小規模多機能型居宅介護従業者を配置

すればよいことから、、通いの利用者が 15名の場合、日中の

常勤の看護小規模多機能型居宅介護従業者は 5名となり、日

中の 15 時間の間に、8時間×5人＝延べ 40時間分のサービス

が提供されていることが必要です。それに加え、日中につい

ては、常勤換算方法で、2名以上に訪問サービスの提供を行わ

せ、夜間については、夜勤 1名＋宿直 1名に宿泊サービス及

び夜間の訪問サービスに当たらせるために必要な指定看護小

規模多機能型居宅介護従業者を、指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所全体として確保することが必要となります。 

  具体的には、通いサービスに要する時間（延べ40時間）、

日中の訪問サービスに要する時間（8時間×2人＝延べ16時間

）、夜勤及び宿直職員の勤務時間を合計した指定看護小規模多

機能型居宅介護において必要となる延べサービス時間を確保す

ることができるよう、有給休暇、研修時間、常勤・非常勤の

別、サービス提供のあり方など、各事業所で定める諸条件を踏

まえた上で、実際に配置しなければならない職員数を確保する

ことが必要です。 

  夜間及び深夜の時間帯の設定に当たっては、「社会福祉施設

における宿直勤務の取扱いについて」（昭和49年 8月 20日社

施第160号社会局施設課長、児童家庭局企画課長連名通知）に

準じて適切に行ってください。 

  なお、基準第171条第 1項は看護小規模多機能型居宅介護従

業者の必要数の算出基準を示したものであるので、日中であれ

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ロ 
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ば通いサービスを行うために3：1以上、訪問サービスを行う

ために２以上をそれぞれのサービスに固定しなければならない

という趣旨ではなく、日中勤務している看護小規模多機能型居

宅介護従業者全体で通いサービス及び訪問サービスを行うこと

となるものです。 

 ※ 日々の通いサービスの実際の職員は位置については、その日

ごとの状況に応じて判断する必要がありますが、単に通いサー

ビスの利用者がいないからといって職員を配置しないというこ

とではなく、通いサービスを利用しない者に対する訪問サービ

スを含め、利用者に何らかの形で関わることができるような職

員配置に努めるものとします。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ハ 

 ※ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所において

は、訪問サービスを行う看護小規模多機能型居宅介護従業者

を常勤換算方法で２以上ではなく、２名以上配置することで

足りることとしています。なお、本体事業所とサテライト型

看護小規模多機能型居宅介護事業所における訪問サービスは

一体的に提供することが可能であり、本体事業所の看護小規

模多機能型居宅介護従業者はサテライト型看護小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者に対し、サテライト型看護小規模

多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居宅介護従業

者は本体事業所及び当該本体事業所に係る他のサテライト型

看護小規模多機能型居宅介護事業所若しくはサテライト型小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対し、それぞれ訪問

サービスを提供できます。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ニ 

 ※ 訪問サービスの提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従

業者を、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所から離れた特

別養護老人ホーム等の職員が行う形態は認められません。特別

養護老人ホーム等における職員が非常勤である場合はには、非

常勤として勤務する以外の時間帯に指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所に勤務し、通いサービスや宿泊サービスも含めた

業務を行えます。 

 ⑤ 看護小規模多機能型居宅介護事業所従業者のうち１人以上

は、常勤の保健師又は看護師を配置していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第３項 

 ⑥ 看護小規模多機能型居宅介護事業所従業者のうち、常勤換算

方法で２.５以上の者は、保健師、看護師又は准看護師（以

下、「看護職員」という。）を配置していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第４項 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ホ 

 ※ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所において、

看護小規模多機能型居宅介護従業者のうち常勤換算方法で1.0 

以上の者は看護職員であるものとし、本体事業所の看護職員は

適切にサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録

者を支援するものとします。 

 ⑦ 通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる従業者のう

ち、１人以上の者は、看護職員を配置していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第５項 

 ※ 看護職員である看護小規模多機能型居宅介護従業者は、日中

の通いサービスと訪問サービスを行う各サービスで１名以上必

要であり、常勤を要件としていませんが、日中のサービス提供

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ヘ 
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時間帯を通じて必要な看護サービスが提供される職員配置をし

てください。 

 ⑧ 宿泊サービスの利用者がいない場合であって、夜間及び深夜

の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するため

に必要な連絡体制を整備していますか。 

                  いる  ・  いない 

※ 整備している場合は、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤

務並びに夜間及び深夜の勤務を行う看護小規模多機能型居宅介

護従業者を置かないことができます。 

条例第192条第６項 

 ※ 宿泊サービスの利用者が１人であっても、訪問サービス対応

のため、夜間及び深夜の時間帯を通じて、夜勤1名と宿直1名

の計2名が最低必要となります。この場合、必ずしもいずれか

1名以上が看護職員である必要はありませんが、電話等による

連絡体制は確保してください。 

  また、宿泊サービスの利用者がいない場合であって、夜間及

び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供す

るために必要な連絡体制を整備している時は、宿泊及び夜勤を

行う従業者を置かないことができます。 

  なお、宿泊サービスの利用者のための夜勤職員に加えて配置

される宿直職員は、主として登録者からの連絡を受けての訪問

サービスに対応するために配置されるものであることから、連

絡を受けた後、事業所から登録者宅へ訪問するのと同程度の対

応ができるなど、随時の訪問サービスに支障がない体制が整備

されているのであれば、必ずしも事業所内に宿直する必要はあ

りません。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ト 

 ※ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所において

は、本体事業所の宿直職員が、当該サテライト型看護小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者からの訪問サービスの要請

に適切に対応できるときは、宿直職員を配置しないこともで

きます。 

 ※ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者

の処遇に支障がない場合は、本体事業所において宿泊サービ

スを提供することができることとされていますが、本体事業

所においてサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所

の登録者を宿泊させる際は、当該本体事業所との行事等の共

同実施や、本体事業所の看護小規模多機能型居宅介護従者に

よる訪問サービスの提供により、当該本体事業所の従業者と

のなじみの関係の構築を行うよう努めてください。なお、本

体事業所の登録者がサテライト型看護小規模多機能型居宅介

護事業所の宿泊サービスを受けることは認められていないこ

とに留意してください。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

チ 
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※  指定複合型サービス事業者が、指定訪問看護事業者の指定を

併せて受け、かつ、指定看護小規模多機能型居宅介護事業と指

定訪問看護事業とが同じ事業所で一体的に運営されている場合

については、指定居宅サービス等基準第60 条第１項第１号の

指定訪問看護における看護職員の人員基準を満たすことによっ

て、基準第171 条第４項の看護職員の人員基準を満たしている

ものとみなすことができるとされますが、その意義は次のとお

りです。指定看護小規模多機能型居宅介護と指定訪問看護の両

方において、看護職員を常勤換算方法で2.5 以上とすることが

要件とされていますが、両事業を一体的に行っている場合につ

いては、一方の事業で常勤換算方法2.5 以上を満たしているこ

とにより、他の事業でも当該基準を満たすこととするという趣

旨です。なお、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業

所における看護職員については、サテライト型看護小規模多機

能型居宅介護事業所の本体事業所が指定訪問看護事業所として

の指定を受けている場合であって、次の要件を満たす場合に限

り、指定訪問看護事業所として一体的な届出として認められる

ものとします。 

① 利用申込みに係る調整、サービス提供状況の把握、職員に

対する技術指導等が一体的に行われること。 

② 職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。

必要な場合に随時、主たる事業所や他の出張所等との間で相

互支援が行える体制（例えば、当該出張所等の従業者が急病

等でサービスの提供ができなくなった場合に、主たる事業所

から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。 

③ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体

制にあること。 

④ 事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定

める同一の運営規程が定められること。 

⑤ 人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一

元的に行われること 

しかしながら、指定看護小規模多機能型居宅介護は療養上の

管理の下で妥当適切に行うものであり、例えば、指定看護小規

模多機能型居宅介護において看護サービスが必要な利用者がい

るにも関わらず、看護職員が指定訪問看護にのみ従事すること

は適切ではありません。 

なお、指定看護小規模多機能型居宅介護と指定訪問看護を同

一の拠点で行う場合であっても、一体的に運営されておらず、

完全に体制を分離して行う場合にあっては、独立して基準を満

たす必要があるので留意してください。また、本体事業所が指

定訪問看護事業所と一体的に運営されていない場合には、サテ

ライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所から指定訪問看護

を行うことはできないものですが、本体事業所が指定訪問看護

事業所を一体的に運営している場合には、サテライト型看護小

規模多機能型居宅介護事業所を指定訪問看護事業所の出張所と

しての指定を受けることは差し支えありません。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴②

ヌ 

 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次のいずれかに掲

げる施設等が併設されている場合に、看護小規模多機能型居宅

介護従業者が当該施設等の職務に従事する場合は、それぞれの

人員に関する基準を満たしていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第７項 
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 ア 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

 イ 指定地域密着型特定施設 

 ウ 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 エ 指定療養型医療施設（医療法第7条第 2項第 4号に規定す

る療養病床を有する診療所であるものに限る。） 

 オ 介護医療院 

 ※  条例第 192 条第１項の規定にかかわらず、サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用者又はその家族等

から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対

応し、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制にあ

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅

サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につい

て３年以上の経験を有する指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者により設置される当該指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所以外の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、

当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定看護

小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下こ

の章において「本体事業所」という。）との密接な連携の下に

運営され、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制

にあるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービスの提

供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、本

体事業所の職員により当該サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、２人以上とすることができます。 

条例第192条第８項 

 ※ 条例第 192 条第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所については、夜間及び深夜

の時間帯を通じて本体事業所において宿直勤務を行う看護小規

模多機能型居宅介護従業者により当該サテライト型指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務

を行う看護小規模多機能型居宅介護従業者を置かないとするこ

とができます。 

条例第192条第９項 

 ※ 条例第 192 条第４項の規定にかかわらず、サテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所については、看護職員の員

数は常勤換算方法で１以上とすることができます。 

条例第192条第10項 

⑵介護支援専門員等 ① 登録者に係る居宅サービス計画及び看護小規模多機能型居

宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置いてい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第11項 

 ※ 利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所に併設する上記に掲げる施設等の

職務に従事することができます。 

 ※ 介護支援専門員は、利用者の処遇に支障がない場合は、管

理者との兼務もできます。また、非常勤でも差し支えありま

せん。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴③

ロ 
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 ※ 介護支援専門員は、基本的には、次の業務に従事します。 

 ア 登録者の小規模多機能型居宅介護以外の居宅サービスを含

めた「居宅サービス計画」の作成 

 イ 法定代理受領の要件である小規模多機能型居宅介護の利用

に関する市町村への届出の代行 

 ウ 小規模多機能型居宅介護の具体的なサービス内容等を記載

した「小規模多機能型居宅介護計画」の作成 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴③

ハ 

 ② 介護支援専門員は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了し

ていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第192条第９項 

 ※ 別に厚生労働大臣が定める研修とは、「指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密

着型介護予防サービス事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び

研修」に規定する研修について（平成 24 年 3 月 16 日老計発第

0316 第 2 号・老振発第 0316 第 2 号・老老発第 0316 第 6 号）2

⑴①の「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」を指

すものです。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴③

イ 

 ※ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所において

は、介護支援専門員を配置せず、小規模多機能型サービス等計

画作成担当者研修を修了した者（以下「研修修了者」という。

）を配置することができることとされていますが、研修修了者

はサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に

係る看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に従事するもので

あり、ハの①の居宅サービス計画の作成及び②の市町村への届

出の代行については、本体事業所の介護支援専門員が行わなけ

ればなりません。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑴③

ホ 

 ※ 介護支援専門員は、指定地域密着型サービス省令第１７１条

第１２項に規定する研修を修了している者でなければなりま

せん。 

条例第192条第12項 

 ※ サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所につい

ては、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サ

ービス計画の作成が適切に行われるときは、介護支援専門員に

代えて、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事す

る前項の研修を修了している者（条例第 200 条において「研修

修了者」という。）を置くことができます。 

条例第192条第13項 

２ 管理者 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに、専らその職

務に従事する常勤の管理者を配置していますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第193条第１項 

 ※ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等若しく

は当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する条例

第 192 条第 7 項各号に掲げる施設等の職務に従事することがで

きます。 

 ※ 以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないと

きは、他の職務を兼ねることができるものとします。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑵① 
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 ア 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模

多機能型居宅介護従業者としての職務に従事する場合  

 イ 事業所に併設する基準第 171 条第 7 項各号に掲げる施設等

の職務に従事する場合 

  ウ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が健康保険法

による指定を受けた訪問看護ステーションである場合に、当

該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者又は従事

者としての職務に従事する場合 

 ※  指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がな

い場合は、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てることが

できます。 

条例第193条第２項 

 ② 管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅

介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合

型サービス事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として、3

年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であっ

て、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの又は保

健師若しくは看護師を配置していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第193条第２項 

※ 別に厚生労働大臣が定める研修とは、「指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地

域密着型介護予防サービス事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定

める者及び研修」に規定する研修について（平成 24 年 3 月 16

日老計発第0316第 2号・老振発第0316第 2号・老老発第0316

第 6号）１⑴の「認知症対応型サービス事業管理者研修」を指

すものです。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑵② 

 ※ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は

本体事業所の管理者を充てることができることとされています

が、当該事業所の管理者が保健師又は看護師でないときは、当

該管理者は認知症対応型サービス事業管理者研修を修了してい

る必要があります。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑵③ 

 ※ 保健師及び看護師については、管理者としてふさわしいと認

められるものであって、保健師助産師看護師法（昭和23年法律

第203号）第14条第3項の規定により保健師又は看護師の業務

の提示を命ぜられ、業務停止の期間終了後２年を経過しない者

に該当しないものである必要があります。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑵④ 

 ※ 保健師及び看護師については、医療機関における看護、訪

問看護又は訪問指導の業務に従事した経験のある者である必

要があります。さらに、管理者としての資質を確保するため

に関連機関が提供する研修等を受講していることが望ましい

です。 

平18-0331004号 

第３の八の２ ⑵⑤ 
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３ 指定看護小規模

多機能型居宅介護

事業者の代表者 

〇 代表者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンタ

ー、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅

介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合

型サービス事業所等の従業者、訪問介護員等として、認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者若しくは保健医療サー

ビス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者で

あって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの又

は保健師若しくは看護師を配置していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第194条 

※ 別に厚生労働大臣が定める研修とは、「指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地

域密着型介護予防サービス事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定

める者及び研修」に規定する研修について（平成 24 年 3 月 16

日老計発第0316第 2号・老振発第0316第 2号・老老発第0316

第 6 号）3⑴の「認知症対応型サービス事業開設者研修」を指

すものです。 

平18-0331004号 

第３の八の２⑶② 

※ 代表者の変更の届出を行う場合については、代表者交代時に

「認知症対応型サービス事業開設者研修」が開催されていない

ことにより、保健師若しくは看護師ではない当該代表者が「認

知症対応型サービス事業開設者研修」を修了していない場合、

代表者交代の半年後又は次回の「認知症対応型サービス事業開

設者研修」日程のいずれか早い日までに「認知症対応型サービ

ス事業開設者研修」を修了することで差し支えありません。 

平18-0331004号 

第３の八の２⑶② 

※ 保健師及び看護師については、代表者としてふさわしいと認

められるものであって、保健師助産師看護師法（昭和23年法律

第203号）第 14条第 3項の規定により保健師又は看護師の業務

の提示を命ぜられ、業務停止の期間終了後２年を経過しない者

に該当しないものである必要があります。 

平18-0331004号 

第３の八の２⑶④ 

 ※ 保健師及び看護師については、医療機関における看護、訪問

看護又は訪問指導の業務に従事した経験のある者である必要が

あります。さらに、代表者としての資質を確保するために関連

機関が提供する研修等を受講していることが望ましいです。 

平18-0331004号 

第３の八の２⑶⑤ 

第３ 設備に関する

基準 

１ 登録定員及び利

用定員 

① 登録定員を２９人（サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては、１８人）以下としていますか。 

              いる  ・  いない 

条例第195条第１項 
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  ② 次に掲げる範囲内において、通いサービス及び宿泊サービスの

利用定員を定めていますか。 

                 いる  ・  いない 

 一 通いサービス 登録定員の１/２から１５人（登録定員が 

２５人を超える指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては 

１２人）まで 

登録定員が２５人を超える場合 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

二 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の１/３から 

９人（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては、６人）まで 

条例第195条第２項 

 ※ 指定看護小規模多機能型居宅介護においては、利用者と従業

者のなじみの関係を築きながらサービスを提供する観点から、

利用者は１箇所の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に限

って利用者登録を行うことができるものであり、複数の指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所の利用は認められません。 

平18-0331004号 

第３の八の３⑴① 

２ 設備及び備品等 ① 居間、食堂、台所、宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災

害に際して必要な設備その他指定看護小規模多機能型居宅介護

の提供に必要な設備及び備品等を備えていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第196条第１項 

（居間及び食堂） ② 居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有し

ていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第196条第２項

第１号 

 ※ 居間及び食堂は同一の室内とする場合であっても、居間、食

堂のそれぞれの機能が独立していることが望ましいです。ま

た、その広さについても原則として利用者及び看護小規模多機

能型居宅介護従業者が一堂に会するのに充分な広さを確保する

ものとします。 

平18-0331004号 

第３の八の３⑵②イ

（宿泊室） ③ 一の宿泊室の定員は、１人となっていますか。 

                 いる  ・  いない 

※ 利用者の処遇上必要と認められる場合は、２人とすることが

できます。 

条例第196条第２項

第２号ア 
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 ※ 民家等の既存施設を活用した効率的なサービス提供等を可能

とする観点から、宿泊専用の個室がない場合であっても、宿泊

室についてプライバシーが確保されたしつらえになっていれば

差し支えありません。 

  プライバシーが確保されたものとは、例えば、パーティショ

ンや家具などにより利用者同士の視線の遮断が確保されるよう

なものである必要ですが、壁やふすまのような建具まで要する

ということではありません。ただし、カーテンはプライバシー

が確保されたものとは考えにくいことから認められません。 

※ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が有床診療所である

場合については、衛生管理等に必要な措置を講じ、有床診療所

の病床を宿泊室として柔軟に活用することは差し支えありませ

ん。ただし、当該病床のうち１病床以上は利用者の専用のもの

として確保してください。 

平18-0331004号 

第３の八の３⑵③ 

  ④ １の宿泊室の床面積は、7.43平方メートル以上となっていま

すか。 

                 いる  ・  いない 

条例第196条第２項

第２号イ 

 ※ 病院又は診療所である場合であって定員が１人である宿泊室

の床面積については、6.4平方メートル以上とすることができ

ます。 

 ⑤ ③④を満たす宿泊室（以下この項目において「個室」とい

う。）以外の宿泊室を設ける場合は、個室以外の宿泊室の面積

を合計を面積は、おおむね7.43平方メートルに宿泊サービスの

利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上と

するものとし、その構造は利用者のプライバシーが確保されて

いるものですか。 

                 いる  ・  いない 

条例第196条第２項

第２号ウ 

 ※ 居間はプライバシーが確保されたものであれば、⑤の個室以

外の宿泊室の面積に含むことができます。 

条例第196条第２項

第２号エ 

 ※ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合

であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護の利用者への

サービスの提供に支障がない場合には、当該診療所が有する病

床については、宿泊室を兼用することができます。 

条例第196条第２項

第２号オ 

 ⑥ ①に規定する設備は、専ら当該指定看護小規模多機能型居宅

介護の事業の用に供するものになっていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第196条第３項 

※ 利用者に対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に支

障がない場合は、この限りではありません。 
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 ※ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の居間を指定看護小規

模多機能型居宅介護の居間として共用することは、指定認知症

対応型共同生活介護事業所の居間は入居者の生活空間であるこ

とから、基本的に指定看護小規模多機能型居宅介護の居間との

共用は認められません。 

  ただし、事業所が小規模である場合（指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所の通いサービスの利用定員と指定認知症対応

型共同生活介護事業所の定員の合計が１５名以下である場合）

などで、指定認知症対応型共同生活介護事業所の居間として必

要なものが確保されており、かつ、指定看護小規模多機能型居

宅介護の居間として機能を十分に発揮しうる適当な広さを有し

ている場合は、共用としても差し支えありません。 

  また、指定看護小規模多機能型居宅介護の居間及び食堂を指

定通所介護等の機能訓練室及び食堂や法第１１５条の４５第１

項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業の交流スペース

して共用することは認められませんが、浴室、トイレ等を共用

することは差し支えありません。なお、指定通所介護等の浴室

を活用する場合、当該指定通所介護事業所等の利用者が利用し

ている時間帯に指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用

者が利用できない取扱いとするなど画一的な取扱いは行わない

でください。 

平18-0331004号 

第３の八の３⑵④ 

  ⑦ 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を

図る観点から、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や

地域住民との交流の機会が確保される地域にあるようにして

いますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第196条第４項 

第４ 運営に関する

基準 

１ 提供開始に当た

っての説明及び同

意 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、あらかじめ、利

用申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務

の体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービス

の提供の開始について利用申込者の同意を得ていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条 

（第10条準用） 

 ※ 「利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事

項」とは、以下の項目等です。 

 ア 重要事項に関する規程の概要 

 イ 従業者の勤務の体制 

ウ 事故発生時の対応 

エ 苦情処理の体制等 

オ 提供するサービスの第三者評価の実施状況 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の一の４⑵①)

 ※ わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付して懇切

丁寧に説明を行い、同意を得なければなりません。 

２ 提供拒否の禁止 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、正当な理由なく

指定看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供を拒んではい

ませんか。 

                  いない  ・  いる  

条例第203条（第11

条準用） 

 ※ サービスの提供を拒むことのできる場合の正当な理由とは、

次の場合です。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 
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 ア 当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合  

イ 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域

外である場合 

ウ その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供するこ

とが困難な場合 

（第３の一の４⑶）

３ サービス提供困

難時の対応 

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用申込者に対

し自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場

合は、当該利用申込者に係る指定居宅介護支援事業者への連

絡、適切な他の指定看護小規模多機能型居宅介護サービス事業

者等の紹介その他必要な措置を速やかに講じていますか。 

                  いる   ・   いない 

条例第203条（第12

条準用） 

４ 受給資格等の確

認 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供

を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって被

保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確

かめていますか。 

               いる  ・  いない 

条例第203条（第13

条準用） 

② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、被保険者証に認

定審査会意見が記載されているときは、当該意見に配慮して、

サービスを提供するように努めていますか。 

               いる  ・  いない 

５ 要介護認定の申

請に係る援助 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用申込者の要

介護認定の申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意

思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行

っていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第14

条準用） 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、要介護認定の更

新の申請が、遅くとも要介護認定の有効期間が終了する 

３０日前にはなされるよう、必要な援助を行っていますか。 

いる  ・  いない 

６ 心身の状況等の

把握 

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供

に当たっては、介護支援専門員による利用者の面接によるほ

か、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス

担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等

の把握に努めていますか。 

                いる  ・  いない 

条例第203条（第88

条準用） 

７ 居宅介護支援事

業者等との連携 
① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスを提供

するに当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めていま

すか。 

                いる  ・  いない 

条例第203条（第89

条第１項準用） 
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 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスを提供

するに当たっては、利用者の健康管理を適切に行うため、主治

の医師との密接な連携に努めていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第89

条第２項準用） 

 ③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供

の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を

行うとともに、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対

する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第89

条第３項準用） 

８ 身分を証する書

類の携行 

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、看護小規模多機

能型居宅介護従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものに

身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその

家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導してい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第90

条準用） 

９ サービスの提供

の記録 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスを提供

した際には、利用者及びサービス事業者がその時点での支給限

度額の残額やサービス利用状況を把握できるようにするため、

必要な事項を利用者の居宅サービス計画を記載した書面（サー

ビス利用票）に記載していますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第21

条第１項準用） 

※ 記載すべき必要事項には、次にあげるものが考えられます。 

 ア サービスの提供日 

 イ サービスの内容 

 ウ 保険給付の額 

 エ その他必要な事項 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の一の４⑿) 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスを提供

した際には、サービスの提供日、具体的なサービス内容、利用

者の心身の状況その他必要な事項を書面（サービス提供記録、

業務日誌等）に記録するとともに、利用者から申出があった場

合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用

者に提供していますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第21

条第２項準用) 

 ※ サービスの提供日、サービスの内容、利用者の状況その他必

要な事項を記録しなければならないこととしたものです。な

お、当該記録は、５年間保存しなければなりません。 

条例第202条 

10 利用料等の受領 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当する指定看護小規模多機能型居宅介護サービスを

提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該サ

ービスに係る地域密着型介護サービス費用基準額から当該事業

者に支払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た

額の支払を受けていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第91

条第１項準用） 



- 16 - 

② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当しない指定看護小規模多機能型居宅介護を提供し

た際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、当該サービ

スに係る地域密着型介護サービス費用基準額との間に、不合理

な差額が生じないようにしていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第91

条第２項準用） 

  ③ ①、②の支払を受けるほか、次に掲げる費用の額の支払を利

用者から受けていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第91

条第３項準用） 

ア 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居

住する利用者に対して行う送迎に要する費用 

イ 利用者の選択により、通常の事業の実施地域以外の地域の

居宅において訪問サービスを提供する場合は、それに要した

交通費の額 

ウ 食事の提供に要する費用 

エ 宿泊に要する費用 

オ おむつ代 

カ その他の提供において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利用

者に負担させることが適当と認められるもの。 

※ 保険給付となっているサービスと明確に区別されない曖昧な

名目による費用の支払を受けることは認められません。  

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の一の4⒀） 

 ④ ③の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用

について説明を行い、利用者の同意を得ていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第91

条第５項準用） 

 ⑤ 指定看護小規模多機能型居宅介護その他のサービスの提供に

要した費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした利用

者に対し、厚生労働省令（施行規則第６５条の５）で定めると

ころにより、領収証を交付していますか。 

いる  ・  いない 

法第42条の２第９項

⑥ 法第 42条の 2第 9項において準用する法第41条第8項の規

定により交付しなければならない領収証に、利用者から支払を

受けた費用の額のうち、法第42条の 2第 2項第1号又は第2

号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額（その額が現に当該指定看護小規模多機能型居宅介護に要し

た費用の額を超えるときは、当該現に指定看護小規模多機能型

居宅介護に要した費用の額とする。）、食事の提供に要した費

用の額及び滞在に要した費用の額に係るもの並びにその他の費

用の額を区分して記載し、当該その他の費用の額についてはそ

れぞれ個別の費用ごとに区分して記載していますか。 

いる  ・  いない 

施行規則第65条の5 

(第65条準用) 
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11 保険給付の請求

のための証明書の

交付 

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当しない指定看護小規模多機能型居宅介護に係る利

用料の支払を受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の

額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書

を利用者に交付していますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条 

（第23条準用） 

12 指定看護小規模

多機能型居宅介護

の基本取扱方針 

① 利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、そ

の目標を設定し、計画的に行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第197条第１項 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、は自らその提供

するサービスの質の評価を行い、定期的に外部の者による評価

を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図っていま

すか。 

                 いる  ・  いない 

条例第197条第２項 

13 指定看護小規模

多機能型居宅介護

の具体的取扱方針

① 利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよ

う、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービス

を柔軟に組み合わせることにより、療養上の管理の下で妥当適

切に行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第198条第１号 

 ※ 制度上は週１回程度の利用でも、所定点数の算定は可能で

すが、利用者負担等も勘案すれば、このような利用は必ずし

も合理的ではなく、運営推進会議に通いサービスの回数等を

報告し、適切なサービス提供であるかどうかの評価を受ける

必要となるです。指定看護小規模多機能型居宅介護は、通い

サービスを中心として、利用者の様態や希望に応じて、訪問

サービスや宿泊サービスを組み合わせてサービスを提供する

という弾力的なサービス提供が基本であり、宿泊サービスの

上限は設けず、重度の者であれば、運営推進会議に対し、報

告し、評価を受けることを前提として、ほぼ毎日宿泊する形

態も考えられます。しかしながら、ほぼ毎日宿泊するような

者が増え、他の利用者の宿泊に対応できないような状況にな

れば、他の利用者が適切にサービスが利用できるよう調整を

行うことが必要になります。 

平 18-0331004 号 

第３の八の４⑴① 

 ② 利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を

持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配

慮していますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第198条第２号 

 ③ 看護小規模多機能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的

にならないように、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を

営むことができるような必要な援助を行っていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第198条第３号 

 ④ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項その他サー

ビスの提供等について、理解しやすいように説明又は必要に応

じて指導を行っていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第198条第４号 
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 ※ 「療養上必要な事項その他サービスの提供等」とは、看護小

規模多機能型居宅介護計画の目標及び内容や行事及び日課等も

含みます。 

平 18-0331004 号 

第３の八の４⑴② 

 ⑤ サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行っていませんか。 

                いない  ・  いる 

条例第198条第５号 

 ⑥ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記載してい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第198条第６号 

 ※ 当該記録は、５年間保存しなければなりません。 条例第202条 

 ⑦ 通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態

が続いていませんか。 

いない  ・  いる 

条例第198条第７号 

 ※ 「通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない」

とは、登録定員のおおむね１/２以下が目安となります。登録

定員が２５人の場合は通いサービスの利用者が８人以下であれ

ば、著しく少ない状態といえます。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑴④ 

 ⑧ 登録者が通いサービスを利用していない日においては、可能

な限り、訪問サービスの提供、電話連絡による見守り等を行う

等登録者の居宅における生活を支えるために適切なサービスを

提供していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第198条第８号 

 ※ 「適切なサービス」とは、一の利用者に対して、通いサービ

ス及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上行うことが目安

となります。指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、通い

サービス及び訪問サービスを提供しない日であっても、電話に

よる見守りを含め、利用者に何らかの形で関わることが望まし

いです。 

  なお、指定看護小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身

体介護に限られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意

味で声かけ等を行った場合でも訪問サービスの回数に含めて差

し支えありません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑴⑤ 

 ⑨ 看護サービスの提供に当たっては、主治の医師との密接な連

携及び看護小規模多機能型居宅介護サービス計画に基づき、利

用者の心身の機能の維持回復を図るよう妥当適切に行っていま

すか。 

                 いる  ・  いない 

条例第198条第９号 

  ⑩ 看護サービスの提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適

切な看護技術を持ってサービスの提供を行っていますか。 

                いる  ・  いない 

条例第198条第10号 

 ※ 「適切な看護技術」とは、医学の進歩に沿った適切な看護技

術をもって対応できるよう、新しい技術の修得等、研鑽を積む

ことを定めたものであり、医学の立場を堅持し、広く一般に認

められていない看護等については行ってはなりません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑴⑥ 
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 ⑪ 特殊な看護等については、これを行っていませんか。 

                 いない  ・  いる 

条例第198条第11号 

14 主治の医師との

関係 

① 常勤の保健師又は看護師は、主治の医師の指示に基づき適切

な看護サービスが提供されるよう必要な管理をしていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第199条第１項 

 ※ 常勤の保健師又は看護師は、利用者の主治医が発行する訪問

看護支持の文書（以下、「指示書」という。）に基づき看護サ

ービスが行われるよう、主治医との連絡調整、看護サービスの

提供を行う看護師等の監督等必要な管理を行わなければならな

りません。 

  なお、主治医とは、利用申込者の選定により加療している医

師をいい、主治医以外の複数の医師から指示書の交付を受ける

ことはできません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑵① 

 ② 看護サービスの提供の開始に際し、主治の医師による指示を

文書で受けていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第199条第２項 

 ③ 主治の医師に、看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小

規模多機能型居宅介護報告書を提出し、看護サービスの提供に

当たって主治の医師との密接な連携を図っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第199条第３項 

 ※ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療所

である場合には、②③主治医のの規定にかかわらず、②の主

治の医師の文書による指示及び③の看護小規模多機能型居宅

介護報告書の提出は、診療記録への記載をもって代えること

ができます。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護報告書についても看護記録等の

診療記録の記載されているもので差し支えありません。 

条例第199条第４項 

平18-0331004号 

第３の八の４⑵⑤ 

15 居宅サービス計

画の作成 

① 管理者は、介護支援専門員（第１９２条第１３項の規定によ

り介護支援専門員を配置していないサテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては、研修修了者。以下この

条において同じ。）に、登録者の居宅サービス計画の作成に関

する業務を担当させていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第94

条第１項準用） 

 ② 介護支援専門員は、登録者の居宅サービス計画の作成に当た

っては、指定居宅介護支援等基準第13条各号に掲げる具体的取

組方針に沿って行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第94

条第２項準用） 

 ※ 介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

員が通常行っている業務を行わなければなりません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼(第

３の四の４⑹②) 

 ③ 居宅サービス計画は、５年間保存していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第202条 
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16 法定代理受領サ

ービスに係る報告

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、毎月、市（委託

している場合は国民健康保険団体連合会）に対し、居宅サービ

ス計画に位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代

理受領サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した

文書を提出していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

（第95条準用） 

 ※ 「法定代理受領サービスとして位置付けたものに関する情報

を記載した文書」とは、給付管理票を指します。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

 (第３の四の４⑺) 

17 利用者に対する

居宅サービス計画

等の書類の交付 

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が他の小

規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合、その他登

録者からの申出があった場合には、当該登録者に対し、直近の

居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付してい

ますか。 

                 いる  ・  いない

条例第203条 

（第96条準用） 

18 看護小規模多機

能型居宅介護サー

ビス計画及び看護

小規模多機能型居

宅介護報告書の作

成 

① 管理者は、介護支援専門員に看護小規模多機能型居宅介護計

画の作成に関する業務を、看護師等（准看護師を除く。）に看

護小規模多機能型居宅介護サービス報告書の作成に関する業務

を担当させていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第１項 

 ② 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作

成に当たっては、看護師等と密接な連携を図りつつ行ってい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第２項 

  ※ 当該計画の作成は利用者ごとに、介護支援専門員が行うも

のですが、看護小規模多機能型居宅介護計画のうち看護サー

ビスに係る記載については、看護師等と密接な連携を図図っ

てください。なお、看護サービスに係る計画とは、利用者の

希望、主治医の指示、看護目標及び具体的なサービス内容等

を含みます。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑶② 

 ③ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成

に当たっては、地域における活動への参加の機会が提供される

こと等により、利用者の多様な活動の確保に努めていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第３項 

 ※ 「多様な活動」とは、地域の特性や利用者の生活環境に応じ

たレクリエーション、行事、園芸、農作業などの利用者の趣味

又は嗜好に応じた活動等をいう 

平18-0331004号 

第３の八の４⑶③ 

 ④ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置か

れている環境を踏まえて、他の看護小規模多機能型居宅介護従

業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体

的なサービスの内容等を記載した看護小規模多機能型居宅介護

計画を作成していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第４項 
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  ⑤ 利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサー

ビス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた看護及び

介護を行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第４項 

 ⑥ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成

に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して

説明し、利用者の同意を得ていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第５項 

 ⑦ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画を作成

した際には、当該看護小規模多機能型居宅介護計画を利用者に

交付していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第６項 

 ⑧ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成

後においても、常に看護小規模多機能型居宅介護計画の実施状

況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応じて看護

小規模多機能型居宅介護計画の変更を行っていますか。 

いる  ・  いない 

条例第200条第７項 

  ⑨ 看護小規模多機能型居宅介護計画の変更を行う際にも、②～

⑧に準じて取り扱っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第８項 

 ⑩ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した看護小

規模多機能型居宅介護報告書を作成していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第200条第９項 

 ※ 条例第 199条第４項の規定は、看護小規模多機能型居宅介護

報告書の作成について準用します。 

条例第200条第10項 

19 介護等 ① 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と

日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行われてい

ますか。                      

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第98

条第１項準用） 

 ※ 利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意

欲的に日々の生活が送ることができるように介護サービスを提

供し又は必要な支援を行うものとします。その際、利用者の人

格に十分に配慮しなければなりません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の四の４⑽①)

 ② 看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者の負担によ

り、利用者の居宅又は当該サービスの拠点における小規模多

機能型居宅介護従業者以外の者による介護を受けさせていま

せんか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第98

条第２項準用） 

 ※ サービスを事業所の従業者に行わせなければならないことを

定めたものであり、例えば、利用者の負担によって小規模多

機能型居宅介護の一部を付添者等に行わせることがあっては

なりません。 

平18-0331004号 

第３の八の4⑼(第３

の四の４⑽②） 
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 ③ 利用者の食事その他の家事等は、可能な限り利用者と介護従

業者が共同で行うよう努めていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第98

条第３項準用） 

 ※ 利用者が介護従業者と食事や清掃、洗濯、買物、園芸、農作

業、レクリエーション、行事等を共同で行うことによって良好

な人間関係に基づく家庭的な生活環境の中で日常生活が送れる

ようにすることに配慮したものです。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の四の４⑽③)

20 社会生活上の便

宜の提供等 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者の外出の

機会の確保、その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の継続

のための支援に努めていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第99

条第１項準用） 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者が日常生

活を営む上で必要な行政機関に対する手続き等について、その

者又はその家族が行うことが困難な場合は、その者の同意を得

て、代わって行っていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第99

条第２項準用） 

 ※ 事業者は、郵便、証明書等の交付申請書等、利用者が必要と

する手続き等について、利用者又はその家族が行うことが困難

な場合は、その都度、その者の同意を得た上で代行しなければ

ならないこととしたものです。特に金銭のかかるものについて

は書面等をもって事前に同意を得るとともに、代行した後はそ

の都度本人に確認を得るものとしたものです。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の四の４⑾②)

 ③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、常に利用者の家

族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の機

会を確保するよう努めていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条 

（第99条準用） 

 ※ 利用者の家族に対し、当該小規模多機能型居宅介護事業所の

会報の送付、当該事業者が実施する行事への参加の呼びかけ等

によって、利用者とその家族が交流できる機会等を確保するよ

う努めなければならないこととしたものです。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の四の４⑾③)

21 利用者に関する

市への通知 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者が正当な

理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことによ

り、要介護状態の程度を増進させたと認められるときは、遅滞

なく、意見を付してその旨を市に通知していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第29

条第１号準用） 

  ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者が偽り

その他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようと

したときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知して

いますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第29

条第２号準用） 

22 緊急時等の対応 ① サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生

じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を

行う等の必要な措置を講じていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第201条第１項 
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 ② ①の従業者が看護職員である場合には、必要に応じて臨時応

急の手当てを行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第201条第２項 

 ※ 協力医療機関については、次の点に留意してください。 

 ア 協力医療機関は、事業の通常の実施地域内にあることが望

ましい。 

 イ 緊急時において円滑な協力を得るため、当該協力医療機関

との間であらかじめ必要な事項を取り決めておくこと。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑷ 

23 管理者の責務 ① 管理者は、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業者

の管理及び利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握そ

の他の管理を、一元的に行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の11第１項準用）

 ② 管理者は、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業者

に「運営に関する基準」を遵守させるために必要な指揮命令を

行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の11第２項準用）

24 運営規程 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに、事業の運

営についての重要事項に関する規程（運営規程）を定めてい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

（第101条準用） 

 ※ 運営規程には、次に掲げる事項を定めるものとします。 

 ア 事業の目的及び運営の方針 

 イ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 ウ 営業日及び営業時間 

 エ 指定看護小規模多機能型居宅介護の登録定員並びに通いサ

ービス及び宿泊サービスの利用定員 

 オ 指定看護小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料その他

の費用の額 

 カ 通常の事業の実施地域 

 キ サービス利用に当たっての留意事項 

ク 緊急時等における対応方法 

 ケ 非常災害対策 

 コ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 サ その他運営に関する重要事項 

 ※ 営業日は３６５日と、営業時間は、訪問サービスは、利用者

からの随時の要請にも対応するものであることから、２４時間

と、通いサービスは及び宿泊サービスは、それぞれの営業時間

を記載してください。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の四の４⒀） 
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 ※ 「通常の事業の実施地域」は、客観的にその区域が特定さ

れるものにしてください。 

なお、通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観

点からの目安であり、当該地域を超えてサービスが行われる

ことを妨げるものではありません。 

また、通常の事業の実施地域については、事業者が任意に

定めるものですが、指定地域密着型サービスである指定看護

小規模多機能型居宅介護については、市町村が定める日常生

活圏域内は、少なくとも通常の事業の実施地域に含めること

が適当です。 

※ 「虐待防止のための措置に関する事項」は、令和6年 3月 31

日までは努力義務です。

25 勤務体制の確保

等 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対し適

切な指定看護小規模多機能型居宅介護を提供できるよう、事業

所ごとに従業者の勤務体制を定めていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の13第１項準用）

※ 事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者

については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の

別、管理者との兼務関係等を明確にしてください。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の４

⑹①） 

② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規

模多機能型居宅介護の従業者によってサービスを提供してい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の13第２項準用）

※ ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務について

はこの限りではありません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼(第３

の二の二の4 ⑹②) ※ 調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務に

ついては、第三者への委託等を行うことを認めています。 

③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者の資質の

向上のために、研修の機会を確保していますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の13第３項準用）

※ 介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さ

ない者に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければなりません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の4 

⑹③） ※ 対象とならない者は、看護師、准看護師、介護福祉士、介護

支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、

生活援助従業者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は

訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、

医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ

師、はり師、きゅう師等とします。 

※ 令和6年3月31日までは努力義務です。

④ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景と

した言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた者により

従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じていますか。 

いる ・ いない 

条例第203条（第60

条の13第４項準用）
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※ セクシャルハラスメントについては、上司や同僚に限らず、

利用者やその家族等から受けるものも含まれます。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の4 

⑹④、第３の一の４

(22)⑥） 

※ 事業主が講ずべき措置の具体的内容は、事業主が職場におけ

る性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置

等についての指針（平成18年厚生労働省告示第615号）及び事

業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する

問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和

2年厚生労働省告示第5号）のとおりです。 

特に留意すべき内容は次のとおりです。 

 ア 事業所の方針等の明確化及びその周知・啓発 

   職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラス

メントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周

知・啓発すること。 

 イ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要

な体制の整備 

※ 事業主が講じることが望ましい取組としては、 

 ア 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

 イ 被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相

談対応、行為者に対して1人で対応させない等） 

 ウ 被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、

業種・業態等の状況に応じた取組） 

※ マニュアルや手引きについては、厚生労働省のホームページ

に掲載されているので、参考にしてください。 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html 

26 定員の遵守 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、登録定員並びに

通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて、サービス

の提供を行っていませんか。 

                 いない  ・  いる 

※ 通いサービス及び宿泊サービスの利用は、利用者の様態や希

望等により特に必要と認められる場合は、一時的にその利用定

員を超えることはやむを得ないものとします。    なお、

災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではあ

りません。 

条例第203条 

（第102条準用） 

 ※ 「特に必要と認められる場合」としては、登録者の介護者が

急病等のため事業所においてサービスを提供する必要が生じた

場合や登録者全員を集めて催しを兼ねたサービスを提供する場

合などが考えられるが、「一時的」とは、こうした必要と認め

られる事情が終了するまでの間をいうものです。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の四の４⒁） 

27 業務継続計画の

策定等 
※ 令和6年3月31日まで

は努力義務です。 

① 感染症や非常災害の発生において、利用者に対する指定通

所介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定

していますか。 

                  いる ・ いない 

条例第203条（第33

条の２第１項準用）
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 ※ 業務継続計画には、次の項目を記載してください。 

 ア 感染症に係る業務継続計画 

  a 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた

取組の実施、備蓄品等の確保等） 

  b 初動対応 

  c 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者

への対応、関係者との情報共有等） 

 イ 災害に係る業務継続計画 

  a 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等の

ライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

b 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

c 他施設及び地域との連携 

平18-0331004号 

第３の八の４⑸ 

(第３の二の二の３

⑺②） 

 ② 事業者は、通所介護従業者に対し、業務継続計画について周

知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的（年１回以上）

に実施していますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第33

条の２第２項準用）

平18-0331004号 

第３の八の４⑸ 

(第３の二の二の３

⑺③④） 

 ※ 計画の策定、研修及び訓練の実施については、他のサービス

事業者との連携等により行うことも差し支えありません。 

 ※ 感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携して取組む

ことが求められることから、研修及び訓練にあたっては、全て

の従業者が参加できるようにすることが望ましいです。 

 ※ 新規採用時には定期的な研修とは別に実施することが望まし

いです。 

 ※ 研修の内容については記録してください。 

 ※ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練と一体

的に実施することも差し支えありません。 

 ※ 訓練の実施は、机上を含め、その実施手段は問いません。机

上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施する

ことが適切です。 

28 非常災害対策 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、非常災害に関す

る具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携

体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、

定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第103

条第１項準用） 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、①に規定する訓

練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努

めていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第103

条第２項準用） 

29 衛生管理等 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者の使用す

る施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生

的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の16第１項準用）

※ このほか、次の点に留意してください。 

 ア 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等につい

て、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常

に密接な連携を保つこと。 

 イ 特に、インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対

策、レジオネラ症対策等については、その発生及びまん延を

平18-0331004号 

第３の八の４⑹ 

（第３の二の二の３

⑼①） 
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防止するための措置等について、別途通知等が発出されてい

るので、これに基づき、適切な措置を講じること。 

 ウ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、当該事業所にお

いて感染症が発生し、又はまん延しないように次の措置を講じ

ていますか。 

条例第203条（第60

条の16第２項準用）

ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会を概ね６月に１回以上開催するとともに、その結果につ

いて従業者に周知徹底を図ること。 

 イ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する

こと。 

 ウ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研

修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施すること。 

いる  ・  いない 

※ 令和6年 3月 31日までは努力義務です。 

※ 感染症の及びまん延の防止のための対策を検討する委員会に

ついては次のとおりです。 

 ① 感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成

することが望ましく、特に感染対策の知識を有する者につい

ては外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましいで

す。 

② 構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、

専任の感染対策を担当する者を決めてください。 

③ 概ね 6月に 1回以上、定期的に開催するとともに、感染症

が流行する時期等を勘案して随時開催してください。 

④ テレビ電話装置等を活用して行うことができます。その際

は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業

者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等を遵守してください。 

⑤ 他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運

営することとしても差し支えありません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑹ 

（第３の二の二の３

⑼②イ） 

※ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針については次の

とおりです。 

・ 「介護現場における感染対策の手引き」を参照し、平常時

の対策及び発生時の対応を規定してください。 

平常時：事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアに係る

感染対策（手洗い、標準的な予防策）等 

発生時：発生状況の把握、感染拡大防止、医療機関との連

携、行政等への報告等 

平18-0331004号 

第３の八の４⑹ 

（第３の二の二の３

⑼②ロ） 
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※ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練につい

て次のとおりです。 

 ① 新規採用時には定期的な研修とは別に実施することが望ま

しいです。 

② 研修の内容については記録してください。 

③ 厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向

上のための研修教材」等を活用するなど、事業所の実態に応

じて行ってください。 

④ 発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所

内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習等

を実施してください。 

⑤ 訓練の実施は、机上を含め、その実施手段は問いません。

机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施

することが適切です。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑹ 

（第３の二の二の３

⑼②ハ） 

30 協力医療機関等 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護サービス事業者は、主治の

医師との連携を基本としつつ利用者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ協力医療機関を定めていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条（第104

条第１項準用） 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、あらかじめ協力

歯科医療機関を定めておくよう努めていますか。 

                  いる  ・  いない 

条例第203条（第104

条第２項準用） 

 ※ 協力医療機関及び協力歯科医療機関は、看護小規模多機能型

居宅介護事業所から近距離にあることが望ましいです。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼（第

３の四の４⒅①） 

 ③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービス提供体

制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉

施設、介護老人保健施設、病院等との間の連携及び支援体制を

整えていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第104

条第３項準用） 

 ※ 協力医療機関やバックアップ施設から、利用者の入院や休日

夜間等における対応について円滑な協力を得るため、当該協力

医療機関等との間であらかじめ必要な事項を取り決めておくも

のとします。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼（第

３の四の４⒅②） 

31 掲示 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模

多機能型居宅介護サービス事業所の見やすい場所に、運営規程

の概要、指定看護小規模多機能型居宅介護従業者の勤務の体制

その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重

要事項を掲示していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

（第35条準用） 

32 秘密保持等 ① 従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又

はその家族の秘密を漏らしていませんか。 

                 いない  ・  いる 

条例第203条 

(第36条第１項準用)

② 従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な

措置を講じていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第36条第２項準用)
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※ 従業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を

保持すべき旨を、従業者の雇用時等に取り決め、例えば違約金

についての定めを置くなどの措置を講じなければなりません。

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の一の４(26) )

③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、サービス担当者

会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同

意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意

を、あらかじめ文書により得ていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第36条第３項準用)

33 広告 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所について広告をする場合においては、

その内容が虚偽又は誇大なものになっていませんか。 

                 いない  ・  いる 

条例第203条 

（第37条準用） 

34 指定居宅介護支

援事業者に対する

利益供与の禁止 

〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、居宅介護支援事

業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によ

るサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産

上の利益を供与していませんか。 

                 いない  ・  いる 

条例第203条 

（第38条準用） 

35 苦情処理 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者及びそ

の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を

受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じてい

ますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第39条第１項準用)

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、苦情を受け付け

た場合には、当該苦情の内容等を記録していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第39条第２項準用)

  ※ 苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であると

の認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向

けた取組を自ら行ってください。なお、当該記録は、５年間保

存しなければなりません。 

平18-0331004号 

第３八の４⑼(第３

の一の４(28)② ) 

 ③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、市が行う文書そ

の他の物件の提出若しくは提示の求め又は市の職員からの質問

若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市が行う

調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合に

おいては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っていま

すか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第39条第３項準用)

 ④ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、市からの求めが

あった場合には、③の改善の内容を市に報告していますか 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第39条第４項準用)

 ⑤ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、提供したサービ

スに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が

行う調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会からの

指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第39条第５項準用)
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 ⑥ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、国民健康保険団

体連合会からの求めがあった場合には、⑤の改善の内容を国民

健康保険団体連合会に報告していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第39条第６項準用)

36 調査への協力等 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、提供した指定看

護小規模多機能型居宅介護に関し、利用者の心身の状況を踏ま

え、妥当適切な指定看護小規模多機能型居宅介護が行われてい

るかどうかを確認するため市が行う調査に協力するとともに、

市から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

（第105条準用） 

 ② 市町村の求めに応じ、当該事業所の運営規程の概要や勤務体

制、管理者及び介護支援専門員等の資格や研修の履修状況、利

用者の負担する料金等の情報について提出するとともに、自ら

一般に公表するよう努めていますか。 

いる  ・  いない 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の四の４⒆）

37 地域との連携等 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規

模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の

家族、地域住民の代表者、指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所が所在する市町村の職員又は指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援セン

ターの職員、指定看護小規模多機能型居宅介護について知見

を有する者等により構成される協議会（運営推進会議）を設

置していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の17第１項準用）

 ※ 運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で

開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数

の半数を超えないこととするとともに、外部評価を行う運営推

進会議は、単独開催で行ってください。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の４

⑼①） 

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、おおむね2月に

１回以上、①の運営推進会議に対し通いサービス及び宿泊サー

ビスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による評

価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を

聴く機会を設けていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の17第１項準用）

 ※ 運営推進会議は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

が利用者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供し

ているサービス内容等を明らかにすることにより、地域に開

かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図るこ

とを目的として設置するものであり、各事業所が自ら設置す

べきものです。 

  この運営推進会議は、指定申請時には既に設置されている

か、確実な設置が見込まれることが必要となるものです。 

  また、地域の住民の代表者とは、町内会役員、民生委員、 

老人クラブの代表者等が考えられます。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の４

⑼①） 
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 ③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、②の報告、評

価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記

録を公表していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の17第２項準用）

 ※ 運営推進会議における報告等の記録は、条例第202条の規定

に基づき、５年間保存しなければなりません 

条例第202条 

 ④ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模

多機能型居宅介護事業の運営に当たっては、地域住民又はその

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図

っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の17第３項準用）

  ※ 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業が地域に開かれた

事業として行われるよう、指定看護小規模多機能型居宅介護

事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協

力を行う等の地域との交流に努めなければならないこととし

たものです。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の４

⑼③） 

 ⑤ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模

多機能型居宅介護事業の運営に当たっては、提供した指定看護

小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦情に関して、

市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施

する事業に協力するよう努めていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の17第４項準用）

 ※ 介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる

等、市町村との密接な連携に努めることを規定したものです。

なお、「市町村が実施する事業」には、介護サービス相談員派

遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他非営利

団体や住民の協力を得て行う事業が含まれます。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の二の二の４

⑼④、第３の一の４

(29)④） 

  ⑥ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、事業所の所在す

る建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定看護小規模

多機能型居宅介護を提供する場合には、当該建物に居住する利

用者以外の者に対しても指定看護小規模多機能型居宅介護の提

供を行うように努めていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条（第60

条の17第５準用） 

38 居住機能を担う

併設施設等への入

居 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、可能な限り、利

用者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを

前提としつつ、利用者が施設等、その他の施設へ入所等を希望

した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行えるよう、必要

な措置を講ずるよう、努めていますか。 

いる  ・  いない 

条例第203条 

（第107条準用） 

 ※ 看護小規模多機能型居宅介護は、重度になったら居住機能を

担う施設へ移行することを前提としたサービスではなく、可能

な限り利用者が在宅生活を継続できるよう支援するものである

ことから、当該事業者は、利用者が併設施設等へ入所等を希望

した場合は、円滑にそれらの施設への入所等が行えるよう努め

なければなりません。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

（第３の四の４⒇）
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39 事故発生時の対

応 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

サービスの提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者

の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第41条第１項準用)

 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、①の事故の状況

及び事故に際して採った処置について記録していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第41条第２項準用)

 ※ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録は、

５年間保存しなければなりません。 

条例第202条 

 ③ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行っていますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

(第41条第３項準用)

  ※ ①～③のほか、以下の点に留意してください。 

ア 事故が発生した場合の対応方法については、あらかじめ定

めておくことが望ましいこと。 

イ 賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償

保険に加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましい

こと。 

ウ 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐため

の対策を講じること。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の一の４(30))

40 虐待の防止 

※ 令和 6 年 3 月 31 日ま

では努力義務です。 

① 虐待の発生又はその発生を防止するために、次の措置を講

じていますか。 

ア 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開

催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図

ること 

イ 虐待の防止のための指針を整備すること 

ウ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的（年１

回以上）に実施すること 

エ 上記ア～ウの措置を適切に実施するための担当者を置く

こと 

いる  ・  いない 

条例第203条 

(第41条の２準用) 

※ 虐待の防止のための研修については次のとおりです。 

① 新規採用時には定期的な研修とは別に実施してください。

② 研修の内容については記録してください。 

平18-0331004号 

第３の八の４⑺(第

３の二の４(31)③) 

② 虐待防止委員会は、次のような事項について検討するとと

もに、その結果（事業所における虐待防止に対する体制、再

発防止対策等）は、従業者に周知徹底を図っていますか。 

 ア 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

 イ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

 ウ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

エ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に

関すること 

オ 従業者が虐待等を把握した場合に、市への通報が迅速か

つ適切に行われるための方法に関すること 

カ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得ら

れる再発の確実な防止策に関すること 

キ 再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に

平18-0331004号 

第３の八の４⑺ 

(第３の二の４(31)

①) 
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関すること 

                いる  ・  いない 

※ 虐待の防止のための対策を検討する委員会については次の

とおりです。 

① 管理者を含む、幅広い職種により構成します。 

② 構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするととも

に、定期的に開催してください。 

③ 事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用

することが望ましいです。 

 ④ テレビ電話装置等を活用して行うことができます。その

際は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守してください。 

 ⑤ 他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・

運営することとしても差し支えありません。 

 ⑥ 虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が複

雑かつ機微なものであることが想定されるため、一概に従

業者に共有されるべき情報であるとは限られないため、個

別の状況に応じて慎重に対応してください。 

③ 虐待の防止のための指針には、次のような項目を盛り込ん

でいますか。 

ア 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ウ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

エ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

オ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項  

カ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

キ 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

ク 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

ケ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

いる  ・  いない 

平18-0331004号 

第３の八の４⑺(第

３の二の４(31)②) 

41 会計の区分 〇 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定

看護小規模多機能型居宅介護事業の会計とその他の事業の会計

を区分していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第203条 

（第42条準用） 

 ※ 具体的な会計処理の方法等については、以下の通知を参考と

して適切に行ってください。 

 ア 介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社会福祉法人会計基

準の取扱いについて（平成24年3月29日 老高発0329第1号） 

 イ 介護保険の給付対象事業における会計の区分について（平

成13年 3月 28日 老振発第18号） 

 ウ 指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の取扱いについ

て（平成12年 3月 10日 老計発第8号） 

平18-0331004号 

第３の八の４⑼ 

(第３の一の４(32))

42 記録の整備 ① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者、設備、

備品及び会計に関する諸記録を整備していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第202条第１項 
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 ② 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対する

サービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から５年間保存していますか。 

                 いる  ・  いない 

条例第202条第２項 

 ア 居宅サービス計画 

 イ 看護小規模多機能型居宅介護計画 

 ウ 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 エ 主治に医師による指示の文書 

 オ 看護小規模多機能型居宅介護報告書 

 カ 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 キ 利用者に対する市への通知に係る記録 

 ク 苦情の内容等の記録 

 ケ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 コ 運営推進介護での報告、評価、要望、助言等の記録 

第５ 変更の届出等 ① 事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に

変更があったとき、又は休止した当該指定地域密着型サービス

の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところによ

り、１０日以内に、その旨を市長に届け出ていますか。 

                 いる  ・  いない 

法第78条の５第１項

 ※ 「事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事

項」とは、次の事項です。 

ア 事業所の名称及び所在地 

 イ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者

の氏名、生年月日、住所及び職名 

 ウ 申請者の登記事項証明書又は条例等 

 エ 事業所が病院若しくは診療所又はその他の事業所のいずれ

かの別 

 オ 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要 

 カ 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

 キ 運営規程 

 ク 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関

との契約の内容 

 ケ 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携体

制及び支援の体制の概要 

 コ 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 

施行規則 

第131条の13第１項

第８号 

施行規則 

第131条の13第３項 

 ② 当該指定地域密着型サービスの事業を廃止し、又は休止しよ

うとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃

止又は休止の日の１月前までに、その旨を市長に届け出ていま

すか。 

                 いる  ・  いない 

法第78条の５第２項

 ※ 次に掲げる事項を届け出なければなりません。 

ア 廃止し、又は休止しようとする年月日 

 イ 廃止し、又は休止しようとする理由 

 ウ 現に指定地域密着型サービスを受けている者に対する措置

 エ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間  

施行規則 

第131条の13第４項 
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第６ その他 

１ 法令遵守等の業

務管理体制の整備

① 要介護者の人格を尊重するとともに、介護保険法又は介護 

保険法に基づ基づく命令を遵守し、要介護者のために忠実に 

その職務を遂行しなければばなりません。この義務が確保さ 

れるよう、次の基準に従い業務管理体制体制を整備していま 

すか。 

法第115条の32第１

項 

施行規則140条の39 

ア 事業所・施設の数が20未満の場合 

  ・ 法令遵守責任者の選任をすること。 

イ 事業所・施設の数が20以上100未満の場合 

 ・ 法令遵守責任者の選任をすること。 

 ・ 業務が法令に適合することを確保するための規定を整

備すること。 

ウ 事業所・施設の数が100以上の場合 

・ 法令遵守責任者の選任をすること。 

・ 業務が法令に適合することを確保するための規定を整

備すること。 

・ 業務執行の状況の監査を定期的に行うこと。 

いる  ・  いない 

② ①で定めた業務管理体制を届け出ていますか。 

いる  ・  いない 

ア 届出先 

(ア） さいたま市内のみにすべての指定事業所などが所

在する事業者           さいたま市長 

(イ) 埼玉県のみにすべての指定事業所等が所在する事業

者で(ア)以外の事業者        埼玉県知事 

(ウ) 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在する事業者 

ⅰ 事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に所在す

る事業者             厚生労働大臣 

ⅱ 事業所等が２以下の地方厚生局管轄区域に所在す

る事業者  主たる事務所の所在する都道府県知事 

イ 届出事項  

(ア) 事業者の名称 

(イ) 主たる事務所の所在地 

(ウ) 代表者の氏名・生年月日・住所・職名 

(エ) 法令遵守責任者の氏名・生年月日 

(オ) 業務が法令に適合することを確保するための規定の

概要（事業所・施設の数が20以上の場合） 

(カ) 業務執行の状況の監査の方法の概要（事業所・施設

の数が100以上の場合） 

法第115条の32第２

項 

施行規則第140条の

40第１項 

③ ②で届出を行った事項に変更があったときは、遅滞なく届

け出ていますか。 

いる  ・  いない 

法第115条の32第３

項 

施行規則第140条の

40第２項 

④ ②で届出を行った届出先の区分に変更があったときは、変更

前の届出先と、変更後の届出先の双方に届け出ていますか。 

いる  ・  いない 

法第115条の32第４

項 

施行規則第140条の 

40第３項 

２ 介護サービス情

報の報告及び公表

① さいたま市長が毎年定める報告に関する計画に従い、指

定情報公表センターへ基本情報と運営情報を報告していま

すか。

法第115条の35第１

項 

施行令第37条の2 

施行規則第140条の

44～46  いる  ・  いない 
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 ② 報告後、指定情報公表センターにより公表されていますか。 法第115条の35第２

項 

施行規則第140条の

46 

いる  ・  いない 


